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はじめに
年という長い年月を経てようやく採択された ｢先住民族の権利に関
する国連宣言｣ (以下, 国連宣言) を, 潘基文国連事務総長は, ｢国連加
盟国と先住民族がその痛ましい歴史について和解し, すべての人にとっ




祝いムードは沈静化し, 実施の時代に入っている｡ しかし, 国連宣言の
実施が困難に直面していることは, 国連の関連諸機関で共通認識となっ





















以下では, まず, 国連宣言採択後, 宣言が各国の国内法政策等に現実
にもたらした変化の例をあげる｡ 国内裁判所において国連宣言が利用さ







































ア, ボスニア・ヘルツェゴビナ, ブルキナ・ファソ, チリ, コンゴ, デ
ンマーク, フィンランド, フランス, ギニア, イラク, カザフスタン,
ラオス, メキシコ, ミャンマー, ニュージーランド, ノルウェー, ペルー,
トリニダード・トバゴ, ベネズエラ, アメリカ合衆国から回答があった
が, その回答からも, 前述以外の国連宣言の国内実施の例は見受けられ











｡ 例えば, コンゴでは, 年２月に, 土地権を含む様々
な先住民族の権利を保障する国内法が発効しているが, その起草過程で
は, 先住民族との協議がおこなわれ, 人及び人民の権利に関するアフリ
カ委員会 (以下, アフリカ人権委員会) や先住民の人権及び基本的自由



























ただし, このような ｢優れた実行｣ も, 特別報告者等が関与する場合

















































て, アフリカ人権委員会の国連宣言に関する勧告的意見 (年) が参


















































カニズムについて｣ 『人類の道しるべとしての国際法―平和, 自由, 繁栄






















対処, テーマ別研究の４つに大別される ( !"#$%&	'	%
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  #%%' 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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() は, 年に設置された経済社会理事会の補助機関で, 政府推薦
委員８名と先住民族委員８名の個人資格の専門家によって構成される｡ 先




プとの公式協議を経て, 経社理議長が任命する｡ は, 先住民族の経







議で ｢深刻な懸念と留保｣ が示され, に考慮するよう求めたため,
その後は, 特別報告者との双方向対話の場が提供されることになったとい
う (岩沢雄司 ｢先住民族に対する国連の新たな取組み― ｢先住問題常設フ
ォーラム｣ 新設の意義｣ 『ジュリスト』 -*.(年), 頁)｡
値する｡
また, は, 国連宣言で確認された権利を促進する重要なツー
ルとして, 国連人権理事会の普遍的定期審査 () にも注目してい
る
(	)











で必要不可欠であるが, これまで注目されてこなかった｡ そのため, 以
下では, 特別報告者による通報審査と人権理事会のに特に焦点を
あて, そこにおいて国連宣言がいかに用いられ, 被審査国との間でどの


































































果的措置をとること｣ (フィンランド)｡ ｢可能な場合には, 独自の言語
での教育を含め, 先住民族の子どもの教育への平等なアクセスを強化す
るよう, 適切な資源配分を含め, あらゆる適切な措置をとること｣ (フィ
ンランド)｡
これらの勧告を支持しない理由は述べられていないが, 審査において,
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述べた｡ ｢(これらの勧告は,) 国連宣言に関するもので, カナダはそれ
を願望を示す, 非拘束的文書であるとみなしている｡ カナダは, 教育,





























｢国連宣言を完全に実施するために, 憲法, 立法, 公共政策, プログラ
ムを見直すこと (ボリビア)｡ ノーザンテリトリーを含め, 国連宣言の
効果的実施を確保すること, 及びオーストラリアの先住民族の議会が先
住民族の必要性を扱うことができるよう適切な支持を与えること (ガー
ナ)｡ 先住民族と協議の上, 国連宣言を実施し, 啓発するための詳細な
枠組みを発展させること (ハンガリー)｡ 国連宣言の実施を確保するた
めに更なる措置をとること (デンマーク)｣｡






｣｡ このようにオーストラリアは, 国連宣言の ｢権
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障し, 国連宣言を完全に実施すること｣ (イラン)｡ ｢国連宣言を採用及
び実施すること｣ (ジャマヒリヤ)｡ ｢国家再検討プロセスを完了する際









また, ボリビアによる ｢国連宣言を条件又は留保なく承認し, 連邦及
び国家レベルで実施すること｣ という勧告について, アメリカは, 前半
は支持できないが, 後半は ｢国連宣言に対する合衆国支持の声明｣ と両
立するとしている
()
















































































































言の関連条項に注意を喚起する｡ このようにして, 特別報告者は, ｢適
切な場合に, 国連宣言及び先住民族の権利の向上に関わる国際文書を促
進する｣ (第１項 ) という, 人権理事会により特定された任務の他の
側面も推進する
()
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これに対して, は, その所見の中で, ｢特別報告者は, 独立の
時のインド人口全体がインドを源とすること, 及び, それゆえ現在の後
継者人口全体が, 文字どおりの意味で, 先住していると考えうることに
同意しないわけではない｡ しかし, このことは, 国連や地域的人権制度
を通じて, また特別報告者の任務に関連して発展した先住民族に対する
国際的関心の範疇に含まれる集団がインドにいないことを意味しない｡｣






























様に, インド及びアジア一般の文脈においても, ｢先住民族｣ という文











のような指摘をおこなう｡ ｢ ｢先住｣ () の文言の確固たる定
義を支持していないが, 国連宣言はその前文で, 先住民族に対する抑圧
の歴史に言及しながら, 先住民族が ｢異なること, 自らが異なると考え









































































































































｡ まず, 	は, 国連宣言それ自体が法
的に拘束的な文書ではないことを争わない旨を明らかにする｡ その上で,































衆国は, 条約の明確な文脈で交渉されておらず, 後の, 非拘束的で願望
を示した文書を, そのような条約の下での当事国の義務を再解釈するた











































以上の検討から, 国連宣言の適用をめぐり, 大きく分けて, 国家の側
から次の２つの抵抗が存在することが明らかになった｡ まず第１に, 問
題の民族が先住民族ではない, あるいは自国民すべてが先住民族である














































































































































また, は主要な利害関係国であるカナダ, アメリカ, ニュー






















































持に回ったが, 自決権, 土地及び資源に対する権利, 原則という
国連宣言の核となる権利に対する懸念を繰り返し表明しており, その立
場は現在まで維持されている｡ また, 国連総会での採択の際, オースト

















































れてきた｡ 先住民族の権利に関する国連宣言も, 今後, 条約化の道を進





ている｡ 例えば, ｢先住民族世界会議｣ の先住民族による準備会合で採











を促進, 保護, 監視, 審査及び報告することを任務とする新しい国連機
関の設立
()
｣ も勧告している｡ 年９月に国連総会で採択された ｢先住
民族世界会議｣ の成果文書では, 新しい国連機関の設立は言及されてい







































































て―規約人権委員会による ｢見解｣ のフォロー・アップ手続の発展｣ 『同

























































いかにして, どの程度, 実現していくのか, 今後の動向に注目したい｡
[付記] この度, ご退職を迎えられた石川一三夫教授と平川宗信教授に対し,
これまでのご指導に心から感謝申し上げます｡
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